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9月米国雇用統計 良好な雇用環境が続く
高水準の労働参加率の定着が賃金上昇圧力緩和へのカギに

（審査確認番号 2022 - TＢ159）

9月の非農業部門雇用者数は前月から小幅増加
7日に米国労働省が発表した9月の雇用統計は、
非農業部門雇用者数が前月比26.3万人増と、市
場予想の同25.5万人増を小幅に上回りました(図
表1) 。足元の増加幅は2ヵ月連続で縮小してい
るものの、雇用者数は引き続き高水準を維持し
ています（図表１、2） 。
内訳では、小売業や金融業などのサービス業を
中心に、一部の業種で雇用者数の増加幅が縮小
しているものの、娯楽・ホスピタリティやヘル
スケアを中心に労働者数は増加しています。な
お、失業率は3.5%と、８月の3.7％から改善し
（図表2）、引き続きFRB（米連邦準備制度理事
会）の長期予測である4.0％を下回っており、良
好な雇用環境が続いています。
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出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表1：非農業部門雇用者数の増減と失業率

米国雇用統計とは？
米国の雇用情勢を調査した統計で、米国労働省が公表。米国雇用統計は速報性が高く、原則として
毎月の第１金曜日に公表される。
米国の金融政策を見通すうえで、雇用関連指標の代表である雇用統計の重要度は高く、投資家の関
心が集まる経済指標。

図表２：非農業部門雇用者数と労働参加率
賃金上昇圧力にやや緩和の兆しが見え始める
16歳以上の人口に占める労働力人口を示す労働
参加率は62.3％と、前月から0.1ポイント低下と
なったものの、コロナ禍からの回復傾向を維持し
ており、これまで多くの業種で課題となっていた
人手不足は解消に向かいつつあるとの見方もある
ようです(図表2)。また、労働者の平均時給の伸
びは横ばい圏で推移しており、賃金上昇圧力にも
やや緩和の兆しがみられて始めています。
今後も労働参加率が高水準で定着することとな
れば、インフレの高止まりの要因の１つとなって
いる賃金上昇の伸びが落ち着きを取り戻すことも
期待できそうです。

※ 非農業部門雇用者数増減は前月比

61.0

61.5

62.0

62.5

63.0

120

130

140

150

160

2020/9 2021/3 2021/9 2022/3 2022/9

(％)

非農業部門雇用者数(左軸)

労働参加率(右軸)

データ期間：2020年9月～2022年9月（月次）

（年/月）

（百万人）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

-50

0

50

100

150

200

2020/9 2021/3 2021/9 2022/3 2022/9

非農業部門雇用者数の増減(前月比)(左軸)
失業率(右軸)

データ期間：2020年9月～2022年9月（月次）

（年/月）

（％）（万人）



マーケットレポート

【当資料に関する留意点】
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